
（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 愛知県飛島村 平成22年度 
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市 町 村 類 型 
( 年 度 毎 ) 

H18  Ⅰ－２  H19  Ⅰ－２  H20  Ⅰ－２   
H21  Ⅰ－２  H22  Ⅰ－２ 

当 該 団 体 値 

類似団体内平均値 

類似団体内の 
 最大値及び最小値 

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。  

※平成23年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない団体については、グラフを表記しない。  

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。  

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。  

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。  

財政力 

財政力指数 [2.55]  
類似団体内順位 

1/60 
全国平均 

0.53 
愛知県平均 

1.04 

財政力指数の分析欄 

 本村には、設備投資を行う優良事業者が多く立地するため、平成２０度まで７年間連

続して伸びを見せておりましたが、ここ２年間は、基準財政需要額が増えるものの、基準

財政収入額が減っており中でも法人税割額の減尐が大きく影響し、財政力指数が０．２

２低下し２．５５となりました。しかし本村は類似団体に比べて、近年新発債の発行を抑

制してきたことから、基準財政需要額が低くなり、財政力指数が相対的に高い数値と

なっています。 
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財政構造の弾力性 

経常収支比率 [64.3%]  
類似団体内順位 

3/60 
全国平均 

89.2 
愛知県平均 

90.2 

経常収支比率の分析欄 

 平成２２年度は扶助費が大きく増え、その中でも子ども手当の支出などの影響により

前年度より２．４％上昇しました。事務事業評価により事務事業の点検や見直しを行い

数値は類似団体内平均値を下回っていますが、本村は財政規模そのものが小さく、そ

の財政運営は磐石なものではないと考えています。枠配分予算をはじめとする経常経

費の削減努力を通じ、他の財政優良団体と同等の数値を目指してまいります。 
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人件費・物件費等の状況 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [367,847円]  
類似団体内順位 

24/60 
全国平均 

114,985 
愛知県平均 

110,474 

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄 

 昨年度より人口１人当たり人件費・物件費等決算額が減尐したのは、物件費が減った

ことによるものです。これは、平成２１年度に小中一貫校建設に伴い備品購入費が増加

したことによるものです。また、人件費及び物件費については、一般廃棄物処理業務や

消防業務等を一部事務組合で行っているため、類似団体内平均値と類似して推移して

いますが一部事務組合の人件費、物件費等に充てる負担金を合計した場合は大幅に

増加することになります。 
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給与水準   （国との比較） 

ラスパイレス指数 [94.7]  
類似団体内順位 

44/60 
全国市平均 

98.8 
全国町村平均 

95.3 

ラスパイレス指数の分析欄 

 国家公務員に準じた給与体系は、類似団体平均を上回る９４．７となっていますが、全

国町村平均値９５．３より低い数値となっています。平成１９年度から人事評価制度の導

入によって職員のインセンティブを高め、今後も従来通りの適正な給与体系を維持して

まいります。 
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定員管理の状況 

人口千人当たり職員数 [19.44人]  
類似団体内順位 

16/60 
全国平均 

7.24 
愛知県平均 

6.94 

人口千人当たり職員数の分析欄 

 平成１７年度から５年間にかけて７人程度の削減目標を達成し、その定員を維持してお

り、類似団体平均と比較しても若干下回っています。今後も、適切な定員管理により職

員数を把握し適切な定員管理に努めてまいります。 
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公債費負担の状況 

実質公債費比率 [2.8%]  
類似団体内順位 

2/60 
全国平均 

10.5 
愛知県平均 

7.5 

実質公債費比率の分析欄 

 過去からの起債を抑制してきたことから、類似団体の中では低い数値となっています。

今後も新債をできる限り抑制しながら、起債に頼ることのない財政運営に努めてまいりま

す。 
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将来負担の状況 

将来負担比率 [-%]  
類似団体内順位 

1/60 
全国平均 

79.7 
愛知県平均 

83.2 

将来負担比率の分析欄 

 近年新発債の発行がなく地方債現在高が毎年減尐しており、将来負担額も減尐してお

ります。また、充当可能財源等が将来負担額を上回り将来負担比率の数値がなく今後

の財政運営においても将来世代の負担を増やさないよう財政の健全な運営をしてまいり

ます。 
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